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研究成果の概要（和文）：これまで国内法として発展してきた行政法が、ヨーロッパ規模で形成

されるようになり、また国際化している。こうした状況を整序する理論枠組として、次の 2 つ

を提示できる。第 1 に、憲法諸原理に含まれる古典的要素と機能的要素のバランス。第 2 に、

多元的な法秩序間の調整。研究においては、これまで日本に紹介されたことがほとんどない、

北欧の行政法の基本制度も分析した。 

 
研究成果の概要（英文）：The administrative law has been traditionally developed as a 

national law, but it is now formed Europe-wide as well as internationally. We propose 

following two theories which can order such a changing situation: 1. Balance between 

classical and functional elements of constitutional principles; 2. Coordination between 

plural legal systems. We also analyze the Scandinavian administrative law system that has 

been scarcely introduced in Japan. 
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１．研究開始当初の背景 

 EU 行政法は従前、ヨーロッパ統合を実効
的に推進するための手段ないし「道具」とし
ての性格が強かった。しかし近時は、憲法原
理および一般法原則を基礎にした法システ
ムとしての相貌を現しつつある。本研究は、
こうしたシステムとしてのヨーロッパ行政

法の形成過程の分析を志向して開始された。 

 

２．研究の目的 

 ヨーロッパ行政法の基礎にある法原則・法
原理を、実体法、訴訟法、広義の手続法、組
織法の各領域について、動態的に(次項参照)

分析する。 
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３．研究の方法 

 ヨーロッパ行政法の法原則・法原理は、EU
の機関が中央集権的に定めるわけではなく、
EU 各加盟国が伝統を蓄積し発展させてきた
法原理・法原則が参照・選択・再構成されな
がら形成される。しかも、各加盟国の法伝統
が異なる場合、いずれがヨーロッパ全体で説
得力をもつかをめぐり競争が行われる。この
ようにヨーロッパ行政法の形成過程は複雑
であるため、①加盟国法と EU 法の間の法的
関係および事実上の影響関係、②加盟国法相
互間の法的関係および事実上の影響関係を
分析の軸にして、どのようにヨーロッパ行政
法の法原則・法原理が形成されているかを分
析する。 
 以上の研究方法に加えて、研究期間の途上
で、ヨーロッパ行政法が国際行政法の影響を
受けることがヨーロッパで注目されるよう
になり、研究も増え始めたため、行政取極め
や国際民間規格なども含めて、国際行政法と
ヨーロッパ行政法・加盟国行政法との関係も、
分析の軸に据えることにした。 
 
４．研究成果 
 主要な成果を 3点挙げる。 
 (1) 行政法の基礎を構成する憲法原理で
ある、法治国原理――この原理はさらに主観
的側面と客観的側面に分けられる――、民主
政原理、権力分立原理のそれぞれが、古典的
要素と機能的要素を含むものと定式化した
うえで、行政法が主権国家の境界を越えてヨ
ーロッパ化、さらには国際化する場合、古典
的要素を維持しつつも、機能的要素をより重
視すること、その意味で、古典的要素と機能
的要素とのバランスを再考することが、憲法
原理を実現するために必要となる、というテ
ーゼを立てた。 

このテーゼは、行政法のヨーロッパ化を重
要な契機としてドイツ行政法の体系を根本
的に変革する書物を翻訳し、解題を加える作
業から、着想を得たものである。同書は、ヨ
ーロッパにおいてはフランスおよびスペイ
ンでも翻訳されており、同書の翻訳は、行政
法のヨーロッパ化の理論面における最前線
を紹介する重要な意義をもつ。そして上記の
テーゼは、同書の公刊を契機にドイツで編集
された論文集の中で、ドイツ語の論文として
提示した。今後、行政法のヨーロッパ化のみ
ならず国際化を分析するうえで、ヨーロッパ
の学界に対しても、重要な分析視角を提供で
きたものと考えられる。 
 
 (2) EC 法と加盟国の憲法との階層関係に
ついて、次のような分析を行った。フランス
では、1990 年代初頭以降の憲法改正により、
ヨーロッパ統合に関わる規定が憲法に置か

れるようになると同時に(憲法のヨーロッパ
化)、「ヨーロッパ法の憲法化」が進行した。
すなわち、2004年以後、憲法院および国務院
が、EC 指令を国内施行する義務を憲法上の義
務と位置づけた結果、この義務に憲法上の限
界も課され、間接的ではあるが EC 指令の違
憲審査の可能性を認めることとなった。かく
して、加盟国法に対する EC 法の絶対的優越
を主張してきた EC 判例との間で原理的に厳
しい緊張関係が生じている。こうした事情は
ドイツやイタリアでも同様であるが、フラン
スは、EC 裁判所による保障が行われ得ない、
フランス憲法に固有の憲法原理に限り、EC指
令の間接的違憲審査の可能性を認めること
により、緊張関係の緩和を図る点に特徴があ
る。 

以上の研究は、行政法の基礎になる各国憲
法とヨーロッパ法との間の複雑な相互関係
を、フランス、ドイツ、イタリア各法を比較
しながら明らかにした基礎研究として意義
をもつ。この研究はさらに、資産凍結問題を
素材にした、狭義のヨーロッパ法(EC・EU 法)
と、広義のヨーロッパ法に含まれるヨーロッ
パ人権条約法、そして国連法の抵触問題に関
する研究に発展した。このように、最新の法
問題をいち早く的確に分析するとともに、
「多元的な法秩序間の調整」という一般的な
分析枠組を提示したことは、研究のフロンテ
ィアを開拓する意義をもつと考えられる。 

 
 (3) 個別の基本原理・基本原則に関して
は、例えば以下の研究成果がある。 

① デンマークの計画法の構造を分析し、
自治体における計画策定権限が議会にあり、
議会が住民の議論を喚起する役割を演ずる
こと、国－県－コムーネが段階的に計画を具
体化する構造がうまく機能していること、そ
して、空間利用計画に環境配慮の制度が強く
組み込まれていることを、明らかにした。デ
ンマークの計画法は日本ではこれまでほと
んど紹介されておらず、比較法のための重要
な素材を提供できたものと考えられる。 

② フランス行政法における権限濫用の
法理を分析し、行政権限の行使に際して目的
が複合するケースでは、権限濫用による違法
が認められる場合は限定されていることを
明らかにした。 

③ ドイツにおける行政による情報公表
法制を分析し、行政による調査・判断の熟度、
情報公表の必要性、情報公表の態様の適切性
が、相関的に判断されることを明らかにした。 

②③はいずれも、行政過程の複雑化に対応
して、行政を統制するための基本法理・基本
原則を拡充させる研究であり、現代の法問題
を解決する即効的な意義ももつと考えられ
る。 
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